
自治体名：伊東市
貸借対照表(BS) 年度：平成27年度
会計：連結会計 2015/4/1-2016/3/31 単位：千円

科目名

【資産の部】
　１．金融資産 16,284,315

　　資金 5,642,710

　　金融資産（資金を除く） 10,641,605

　　　債権 3,840,123

　　　　税等未収金 3,819,751

　　　　未収金 231,757

　　　　貸付金 336,603

　　　　その他の債権 2,110

　　　　(控除)貸倒引当金 △ 550,097

　　　有価証券 1,100

　　　投資等 6,800,382

　　　　出資金 61,619

　　　　基金・積立金 6,608,331

　　　　　財政調整基金 3,286,958

　　　　　減債基金 1,011,239

　　　　　その他の基金・積立金 2,310,135

　　　　その他の投資 130,432

　２．非金融資産 245,800,765

　　事業用資産 123,526,387

　　　有形固定資産 123,333,591

　　　　土地 92,166,263

　　　　立木竹
　　　　建物 28,812,795

　　　　工作物 1,082,086

　　　　機械器具 344,704

　　　　物品 925,434

　　　　船舶
　　　　航空機
　　　　その他の有形固定資産 2,310

　　　　建設仮勘定
　　　無形固定資産 166,648

　　　　地上権
　　　　著作権・特許権
　　　　ソフトウェア 162,496

　　　　電話加入権 4,110

　　　　その他の無形固定資産 42

　　　棚卸資産 26,147

　　インフラ資産 122,250,175

　　　公共用財産用地 52,181,524

　　　公共用財産施設 63,793,263

　　　その他の公共用財産 214,842

　　　公共用財産建設仮勘定 6,060,546

　　繰延資産 24,203

資産合計 262,085,080

報告書(財務諸表)

金　　　額



自治体名：伊東市
貸借対照表(BS) 年度：平成27年度
会計：連結会計 2015/4/1-2016/3/31 単位：千円

科目名

報告書(財務諸表)

金　　　額

【負債の部】
　１．流動負債 4,682,515

　　未払金及び未払費用 738,338

　　前受金及び前受収益 6,265

　　引当金 297,561

　　　賞与引当金 297,561

　　預り金（保管金等） 68,183

　　公債（短期） 3,445,189

　　短期借入金 62,825

　　その他の流動負債 64,153

　２．非流動負債 57,265,177

　　公債 45,990,501

　　借入金 94,238

　　責任準備金
　　引当金 5,405,920

　　　退職給付引当金 5,405,920

　　　損失補償等引当金
　　　その他の引当金
　　その他の非流動負債 5,774,518

負債合計 61,947,692

【純資産の部】
　財源 △ 6,778,103

　資産形成充当財源（調達源泉別） 25,404,945

　　税収
　　社会保険料
　　移転収入
　　公債等
　　その他の財源の調達 25,147,852

　評価・換算差額等 257,093

　その他の純資産 181,510,545

　　開始時未分析残高 165,757,649

　　その他純資産 15,752,896

純資産合計 200,137,388

負債・純資産合計 262,085,080



自治体名：伊東市
行政コスト計算書(PL) 年度：平成27年度
会計：連結会計 2015/4/1-2016/3/31 単位：千円

科目名

【経常費用】
　１．経常業務費用 32,385,412

　　①人件費 6,496,011

　　　議員歳費 178,345

　　　職員給料 4,562,863

　　　賞与引当金繰入 295,769

　　　退職給付費用 △ 124,010

　　　その他の人件費 1,583,044

　　②物件費 3,339,549

　　　消耗品費 374,392

　　　維持補修費 480,609

　　　減価償却費 1,842,541

　　　その他の物件費 642,007

　　③経費 8,287,885

　　　業務費 158,553

　　　委託費 4,288,819

　　　貸倒引当金繰入 427,823

　　　その他の経費 3,412,689

　　④業務関連費用 14,261,967

　　　公債費（利払分） 882,908

　　　借入金支払利息 3,564

　　　資産売却損
　　　その他の業務関連費用 13,375,496

　２．移転支出 36,441,923

　　①他会計への移転支出
　　②補助金等移転支出 31,149,624

　　③社会保障関係費等移転支出 5,219,561

　　④その他の移転支出 72,739

　経常費用合計（総行政コスト） 68,827,335

【経常収益】
　経常業務収益 21,656,381

　　①業務収益 20,906,027

　　　自己収入 20,880,845

　　　その他の業務収益 25,181

　　②業務関連収益 750,355

　　　受取利息等 8,394

　　　資産売却益 3,980

　　　その他の業務関連収益 737,981

　経常収益合計 21,656,381

純経常費用（純行政コスト） 47,170,954

報告書(財務諸表)

金　　　額



自治体名：伊東市
純資産変動計算書(NW) 年度：平成27年度
会計：連結会計 2015/4/1-2016/3/31 単位：千円

科目名

Ⅰ．財源変動の部
　１．財源の使途 54,170,110

　　①純経常費用への財源措置 47,170,954

　　②固定資産形成への財源措置 3,286,368

　　　事業用資産形成への財源措置 1,660,150

　　　インフラ資産形成への財源措置 1,626,218

　　③長期金融資産形成への財源措置 1,146,043

　　④その他の財源の使途 2,566,745

　　　直接資本減耗 2,566,745

　　　その他財源措置
　２．財源の調達 54,379,389

　　①税収 12,848,420

　　②社会保険料 4,833,652

　　③移転収入 31,772,133

　　　他会計からの移転収入
　　　補助金等移転収入 23,760,690

　　　　国庫支出金 17,941,318

　　　　都道府県等支出金 5,819,372

　　　　市町村等支出金
　　　その他の移転収入 8,011,443

　　④その他の財源の調達 4,925,185

　　　固定資産売却収入（元本分）
　　　長期金融資産償還収入（元本分） 459,443

　　　その他財源調達 4,465,742

　当期財源変動額 209,279

　期首財源残高 △ 6,867,333

　期末財源残高 △ 6,658,053

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部
　１．固定資産の変動 1,529,360

　　①固定資産の減少 1,759,751

　　　減価償却費・直接資本減耗相当額 1,540,353

　　　除売却相当額 219,398

　　②固定資産の増加 3,289,111

　　　固定資産形成 3,286,368

　　　無償所管換等 2,743

　２．長期金融資産の変動 686,600

　　①長期金融資産の減少 459,443

　　②長期金融資産の増加 1,146,043

　３．評価・換算差額等の変動 14,902

　　①評価・換算差額等の減少
　　　再評価損
　　　その他評価額等減少
　　　②評価・換算差額等の増加 14,902

　　　再評価益 14,902

　　　その他評価額等増加
　当期資産形成充当財源変動額 2,230,862

　期首資産形成充当財源残高 23,144,273

　期末資産形成充当財源残高 25,375,135

Ⅲ．その他の純資産変動の部
　１．開始時未分析残高の増減 △ 2,695,383

　２．その他純資産の変動 △ 230,006

　　その他純資産の減少 230,006

　　その他純資産の増加
　当期その他の純資産変動額 △ 2,925,389

　期首その他の純資産残高 184,345,696

　期末その他の純資産残高 181,420,306

当期純資産変動額 △ 485,248

期首純資産残高 200,622,636

期末純資産残高 200,137,388

報告書(財務諸表)

金　　　額



自治体名：伊東市
資金収支計算書(CF) 年度：平成27年度
会計：連結会計 2015/4/1-2016/3/31 単位：千円

科目名

【経常的収支区分】
　Ⅰ．経常的収支
　　１．経常的支出 65,813,220

　　　①経常業務費用支出 29,371,297

　　　　人件費支出 6,644,935

　　　　物件費支出 1,487,531

　　　　経費支出 7,886,248

　　　　業務関連費用支出（財務的支出を除く） 13,352,583

　　　②移転支出 36,441,923

　　　　他会計への移転支出
　　　　補助金等移転支出 31,149,796

　　　　社会保障関係費等移転支出 5,219,561

　　　　その他の移転支出 72,566

　　２．経常的収入 70,738,170

　　　①租税収入 12,782,415

　　　②社会保険料収入 4,708,443

　　　③経常業務収益収入 21,475,669

　　　　経常収益収入 20,894,752

　　　　業務関連収益収入 580,916

　　　④移転収入 31,771,644

　　　　他会計からの移転収入
　　　　補助金等移転収入 23,760,730

　　　　その他の移転収入 8,010,914

　経常的収支 4,924,950

【資本的収支区分】
　Ⅱ．資本的収支
　　１．資本的支出 4,035,765

　　　①固定資産形成支出 2,889,638

　　　②長期金融資産形成支出 1,146,127

　　　③その他の資本形成支出
　　２．資本的収入 470,553

　　　①固定資産売却収入 3,654

　　　②長期金融資産償還収入 466,899

　　　③その他の資本処分収入
　資本的収支 △ 3,565,212

【財務的収支区分】
　Ⅲ．財務的収支
　　１．財務的支出 4,711,813

　　　①支払利息支出 886,472

　　　　公債費（利払分）支出 882,908

　　　　借入金支払利息支出 3,564

　　　②元本償還支出 3,825,341

　　　　公債費（元本分）支出 3,570,225

　　　　　公債（短期）元本償還支出 541,705

　　　　　公債元本償還支出 3,028,520

　　　　借入金元本償還支出 62,825

　　　　　短期借入金元本償還支出
　　　　　借入金元本償還支出 62,825

　　　　その他の元本償還支出 192,290

　　２．財務的収入 3,571,433

　　　①公債発行収入 3,571,433

　　　　公債(短期）発行収入
　　　　公債発行収入 3,571,433

　　　②借入金収入
　　　　短期借入金収入
　　　       借入金収入

　　　③その他の財務的収入
　財務的収支 △ 1,140,380

当期資金収支額 219,358

期首資金残高 5,423,352

期末資金残高 5,642,710

報告書(財務諸表)

金　　　額



行政コスト計算書

経常費用 68,827,335

１．人にかかるコスト

(1)人件費 6,496,011

２．物にかかるコスト

(1)物件費・経費 9,304,284

(2)減価償却費 1,842,541

(3)維持補修費 480,609

３．移転支出的なコスト

(1)補助金等 31,149,624

(2)社会保障給付等 5,292,300

４．その他のコスト

(1)公債費（利払） 882,908

(2)その他の業務関連費用 13,379,060

経常収益 21,656,381

内、使用料・手数料等 20,906,027

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益） 47,170,954

純資産変動計算書

項目 金額

期首純資産残高 200,622,636

主な純資産の減少項目

純経常行政費用 △ 47,170,954

直接資本減耗 △ 2,566,745

主な純資産の増加項目

税収 12,848,420

補助金等 23,760,690

無償受入等 2,743

資産評価替等 14,902

その他の増減 12,625,696

期末純資産残高 200,137,388

減価償却費+直接資本減耗 4,409,286

新固定資産形成 3,286,368

貸借対照表

資産の部 負債の部

１．公共資産 １．固定負債

(1)事業用資産 123,526,387 (1)地方債 45,990,501

(2)インフラ資産 122,250,175 (2)その他 11,274,676

２．投資等 ２．流動負債

(1)投資及び出資金 193,151 (1)翌年度償還予定地方債 3,445,189

(2)貸付金 336,603 (2)その他 1,237,325

(3)基金等 6,632,534

負債合計 61,947,692

３．流動資産 純資産の部

(1)資金 5,642,710

(2)未収金 3,503,521 純資産合計 200,137,388

資産合計 262,085,080 負債及び純資産合計 262,085,080

連結 （平成 27年度） 単位（千円） 

資金収支計算書

項目 金額

１．経常的収支 4,924,950

２．資本的収支（公共資産整備・金融資産形成） △ 3,565,212

３．財務的収支 △ 1,140,380

当期収支 219,358

期首資金残高 5,423,352

期末資金残高 5,642,710

（基礎的財政収支）

収入総額 74,780,156

支出総額 △ 74,560,798

公債発行収入 △ 3,571,433

公債元本償還支出 3,570,225

公債利払支出 882,908

その他の元本償還支出 192,290

基礎的財政収支 1,293,348



貸借対照表

資産の部 負債の部

１．公共資産 １．固定負債

(1)事業用資産 123,526,387 (1)地方債 45,990,501

(2)インフラ資産 122,250,175 (2)その他 11,274,676

２．投資等 ２．流動負債

(1)投資及び出資金 193,151 (1)翌年度償還予定地方債 3,445,189

(2)貸付金 336,603 (2)その他 1,237,325

(3)基金等 6,632,534

負債合計 61,947,692

３．流動資産 純資産の部

(1)資金 5,642,710

(2)未収金 3,503,521 純資産合計 200,137,388

資産合計 262,085,080 負債及び純資産合計 262,085,080

学校、保育園、会館など 

道路、河川など売却が難しい資産 

資産全体の約76％が 

純資産で出来ている。 

貸借対照表 
 表の左側の『資産の部』は、市（公社、第三セクター等を含む

連結ベース）が保有する資産を表示しています。 

• 市が保有する資産合計は、約2,621億円で、住民１人

当たりにすると約367万円となります。 

• 資産の内容は、現金化が比較的容易な資産である、

『投資等』と『流動資産』の合計額が約163億円で、公

民館や学校等の事業用資産が約1,235億円、道路等

のインフラ資産が約1,223億円となっています。 

• インフラ資産については、主として普通会計約845億円

を計上しています。 

 表の右側は、保有資産に対応する資金調達の状況を表して

います。 

• 地方債(固定・流動合計)については、主として普通会

計約253億円、下水道事業特別会計約134億円、病院

事業会計約42億円、水道事業会計約53億円を計上し

ています。 

• 平成27年度末現在では、資産合計約2,621億円のうち、

約619億円が負債、約2,001億円が純資産に対応して

います。 

 平成27年度末現在、市の財政状態は、負債（他人から調達し

た資金）があるものの、その約4.2倍の資産を持っており、財

政の健全性は確保されています。 

• 健全性を表す代表的な指標である、純資産比率（＝純

資産／総資産）は約76％と健全な値です。 

• より慎重に健全性を表す指標である、実質純資産比率

（インフラ資産を除いた純資産比率*）は、約56％となり

ます。 

市の財政状態を一目でわかるようにした表です。 

*より慎重に健全性を判断するために、道路など、経済的取引には馴染まないインフラ資産の価値をゼ
ロと考えて算出した純資産比率 

 

*平成28年1月1日現在人口 71,473人 

現金化の容易な資産 

単位（千円） 



行政コスト計算書 
 行政コスト計算書は、1年間の各項目の発生額により市行政の活

動状況を表します。 

 人にかかるコスト 

• 平成27年度に発生した人件費は、約65億円で、住民１人

当たりにすると約9.1万円となります。 

 物にかかるコスト 

• (1)物件費・経費は、人件費以外で以下の（2）減価償却費

(3)維持補修費を除く全ての業務の費用です。平成27年度

に約93億円発生しています。主として、普通会計約39億円、

競輪事業特別会計約33億円、下水道事業会計約5億円を

計上しています。 

• (2)減価償却費と(3)維持補修費は、設備に係る費用です。

平成27年度には、合わせて約23億円生じています。インフ

ラ資産の償却は、純資産変動計算書に直接資本減耗とし

て計上します。 

 移転支出的なコスト 

• (1)補助金等の内容は、主として市民や団体の活動への補

助に加え、特別会計で支出する給付費、広域連合などへ

の負担金です。平成27年度に約311億円生じています。 

 その他のコスト 

• (1)公債費（利払）は、地方債の利子です。公債残高に対し

て約1.8%、金額で約8.8億円発生しています。 

 純経常行政コスト 

• 経常費用から、直接の受益者が負担する使用料、手数料等

による経常収益を差し引いた額です。税金等で負担する費用

額を表します。平成27度は約472億円となりました。 

• 平成27年度の受益者負担率（使用料・手数料/経常費用）

は、約30％でした。 

市の行政に係る費用収益の内訳を表します。 

社会保障関連費用 

狭義の行政コスト 

市の外部事業への
支出金 

*平成28年1月1日現在人口  71,473人 

行政コスト計算書

経常費用 68,827,335

１．人にかかるコスト

(1)人件費 6,496,011

２．物にかかるコスト

(1)物件費・経費 9,304,284

(2)減価償却費 1,842,541

(3)維持補修費 480,609

３．移転支出的なコスト

(1)補助金等 31,149,624

(2)社会保障給付等 5,292,300

４．その他のコスト

(1)公債費（利払） 882,908

(2)その他の業務関連費用 13,379,060

経常収益 21,656,381

内、使用料・手数料等 20,906,027

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益） 47,170,954

単位（千円） 
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純資産変動計算書 
 純資産変動計算書は、市の1年間の純資産の変動内容を表したもの

です。 

 主な純資産の減少項目 

• 平成27年度は、純経常行政費用により純資産が約472億円減

少しました。純経常行政費用は、行政コスト計算書に表示され

るとおり、1年間の行政活動の結果発生した費用のうち、直接の

受益者が負担する額を控除した残りの費用額です。 

• 直接資本減耗は、インフラ資産に係る減価償却額です。なお、

事業用資産に係る減価償却額は行政コスト計算書の「減価償

却費」に表示され、純経常行政費用に含まれています。 

 主な純資産の増加項目 

• 平成27年度は、税収により約128億円、国や県からの補助金等

により約238億円純資産が増加しました。 

• また、資産の無償受入や資産の評価替などにより約0.2億円純

資産が増加しました。 

 純資産変動額 

• 純資産変動額が「増加」の場合は、当期の行政活動の費用等

が、税収等で獲得した当期の元手の範囲内に留まったことを表

しています。すなわち、将来へ余剰を積み増したことを意味しま

す。 

• 一方、純資産変動額が「減少」の場合は、税収等で獲得した当

期の元手以上に当期の行政活動の費用等がかかったことを表

しています。すなわち、過去から引き継いだ余剰を取り崩したこ

とを意味します。 

• 平成27年度の純資産変動額は、減少項目と増加項目による増

減の結果、全体としては約5億円の減少となり、過去から引き継

いだ余剰を取り崩しました。 

平成27年度の純資産変動額は、 

両者の差額である、 約5億円の減少となりました。 

市の純資産(正味資産）の増減の内訳を表します。 

純資産変動計算書

項目 金額

期首純資産残高 200,622,636

主な純資産の減少項目

純経常行政費用 △ 47,170,954

直接資本減耗 △ 2,566,745

主な純資産の増加項目

税収 12,848,420

補助金等 23,760,690

無償受入等 2,743

資産評価替等 14,902

その他の増減 12,625,696

期末純資産残高 200,137,388

減価償却費+直接資本減耗 4,409,286

新固定資産形成 3,286,368

単位（千円） 



資金収支計算書 
 

 資金収支計算書は、従来から公表しています決算書と同様に、現金の支

出と収入および残高の状況を表しています。 

 経常的収支   

• 税金や補助金などによる収入と人件費、物件費、経費といった行

政業務費用や移転支出に係る支出の収支を表します。 

• 平成27年度は、収入が支出を約49億円上回りました。 

 資本的収支 

• 平成27年度は固定資産や長期金融資産を形成する支出が、売却

や償還等による収入より約36億円上回りました。 

• 固定資産形成支出（純額）について、主として普通会計約19億円、

下水道事業特別会計約3億円、水道事業会計約7億円を計上して

います。 

• また、金融資産償還支出（純額）について、主として普通会計約8

億円を計上しています。 

 財務的収支 

• 主に公債発行等による資金調達と公債の償還や利払による資金

返済の収支を表します。 

• 平成27年度は、元利償還支出が資金調達額を約11億円上回りま

した。 

 当期収支と期末資金残高 

• 以上の結果、平成27年度の資金収支は約2.2億円のプラスになり、

期末の資金残高は、約56億円となっています。 

 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

• 基礎的財政収支は、上記の収支状況から、公債に係る収支の影

響を除いたものです。 

• 平成27年度は、基礎的財政収支は約13億円のプラスであり健全

な収支状況です。 

市の現金（資金）の収支の内訳を表します。 

両者の差額が地方債残高の純増
額です 

これが資金の純増額です 

資金収支計算書

項目 金額

１．経常的収支 4,924,950

２．資本的収支（公共資産整備・金融資産形成） △ 3,565,212

３．財務的収支 △ 1,140,380

当期収支 219,358

期首資金残高 5,423,352

期末資金残高 5,642,710

（基礎的財政収支）

収入総額 74,780,156

支出総額 △ 74,560,798

公債発行収入 △ 3,571,433

公債元本償還支出 3,570,225

公債利払支出 882,908

その他の元本償還支出 192,290

基礎的財政収支 1,293,348

単位（千円） 


